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代　　表　　者　役職名　取締役社長　氏名　加 藤 秋 夫
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決算取締役会開催日　平成 15年 11月 13日          中間配当制度の有無           　 有
中間配当支払開始日　平成－ 年 －月 －日      　  単元株制度採用の有無              有(１単元 1,000 株)

１． 15 年 9 月中間期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日)
(1) 経営成績                                                           　　  （百万円未満切捨て）

売 上 高    営業利益 経常利益
百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

15年 9月中間期
14年 9月中間期

３４，７７９    21.6
２８，５９３　 　0.5

１５０       －
△ １２５　     －

４８８     282.2
１２７　  　　－

15年 3月期 ６２，１６３ ２８２ ８１２

中間(当期)純利益 １株当たり中間
(当期)純利益

百万円　　　　％ 円　　銭

15年 9月中間期
14年 9月中間期

５２５    527.4
８３   △51.7

３．６５
０．５８

15年 3月期 ４０２ ２．７９
 (注)①期中平均株式数

15 年 9 月中間期 143,981,570 株  14 年 9 月中間期 143,995,536 株  15 年 3 月期 143,991,065 株
 　  ②会計処理の方法の変更　　　有
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 　

円   銭 円   銭

15年 9月中間期
14年 9月中間期

０．００
０．００

―――――
―――――

　

15年 3月期 ――――― １．５０

(3)財政状態
総 資 産    株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 　銭
15年 9月中間期
14年 9月中間期

７２，１１４
７４，０８２

１７，２５８
１６，４６２

２３．９
２２．２

１１９．８７
１１４．３３

15年 3月期 ７０，０６５ １６，１４２ ２３．０    １１２．１１
 (注)①期末発行済株式数

15 年 9 月中間期 143,979,187 株　14 年 9 月中間期 143,993,516 株　15 年 3 月期 143,983,521 株
　　 ②期末自己株式数　15 年 9 月中間期 20,813 株  14 年 9 月中間期 6,484 株　 15 年 3 月期 16,479 株

２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日)
１株当たり年間配当金

売 上 高    経常利益 当期純利益
期　末

百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭

通　  期 ７１,０００ １，４００ １，０００ 1.50～2.50 1.50～2.50

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　６円９５銭

　　上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ
て予想数値と異なる場合があります。
　　なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）の添付資料 5ページをご参照下さい。



製  品  別  売  上  高

( 単位 : 百万円 ）

 前 期 増  減

     品         名 前上半期 前下半期

 比        較 比        較

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額

％ ％ ％

    ば        ね 11,129 38.9 13,749 40.9 14,032 40.3 2,903 283

    素   形   材 7,120 24.9 6,634 19.8 7,222 20.8 102 588

    特殊鋼鋼材 10,302 36.0 13,182 39.3 13,524 38.9 3,222 342

    そ   の   他 41 0.2 4 0.0 0 0.0 △ 41 △ 4

    合        計 28,593 100.0 33,570 100.0 34,779 100.0 6,186 1,209

仕

向

先

別
1,209100.0 34,779 100.0 6,186合           計 28,593 100.0 33,570

2,149

輸           出 2,334 8.2 3,475 10.4 2,535 7.3 201 △ 940

89.6 32,244 92.7 5,985国           内 26,259 91.8 30,095

上 半 期 下 半 期 当 上 半 期

（ １ ４ ． ４ ～ １ ４ ． ９ ） （１４．１０～１５．３） （ １ ５ ． ４ ～ １ ５ ． ９ ）
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損   益   計   算   書

（ 単位 ： 百万円 ）

              期  別   前           期 増           減

上  半  期 下  半  期 当上半期 前上半期比較 前下半期比較

  科  目 (14.4～14.9) (14.10～15.3) (15.4～15.9)  

  売　　      　上 　　     高  28,593  33,570  34,779  6,186  1,209 

  営   業   費   用 (   28,719) (   33,162) (   34,629) (△ 5,910) (△ 1,467)

    売      上      原      価  25,638  29,712  30,996 △ 5,358 △ 1,284 

    販売費及び一般管理費  3,080  3,449  3,632 △ 552 △ 183 

  営    業    利    益 △ 125  408  150  275 △ 258 

     

  営  業  外  収  益 (   662) (   577) (   674) (   12) (   97)

    受取利息及び配当金  489  603  601  112 △ 2 

    雑  　     収    　  入  172 △ 25  73 △ 99  98 

  営  業  外  費  用 (   408) (   301) (   336) (   72) (△ 35)

    支 　  払 　 利  　 息  259  245  241  18  4 

    雑    　   損    　  失  148  55  94  54 △ 39 

  経    常    利    益  127  684  488  361 △ 196 

     

  特   別   利   益 (   57) (   583) (   383) (   326) (△ 200)

    固 定 資 産 処 分 益  0  0  17  17  17 

     固定資産処分損引当金戻入額  57  0  0 △ 57  0 

    投資有価証券売却益  0  584  366  366 △ 218 

     

  特   別   損   失 (   90) (   694) (   0) (   90) (   694)

     生産拠点の移転集約化損失  0  363  0  0  363 

    関  連  事  業  損  失  64  0  0  64  0 

    投資有価証券評価損  25  330  0  25  330 

  税引前中間（当期）純利益  95  574  872  777  298 

  法人税､住民税及び事業税  126  590  812 △ 686 △ 222 

  法 人 税 等 調 整 額 △ 114 △ 334 △ 464  350  130 

  中 間 （当期） 純 利 益  83  318  525  442  207 

       

  前 期 繰 越 利 益  1,288  1,371  1,711  423  340 

  中間（当期）未処分利益  1,371  1,690  2,236  865  546 
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貸    借    対    照    表

（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）
期    別 前中間期末 前  期  末 当中間期末 前期末比較

科    目 （１４．９．３０） （１５．３．３１） （１５．９．３０） 増        減

     （ 資 産 の 部 ）

30,953 30,906 32,176 1,270 
5,346 3,972 3,347 △ 625 
3,789 4,439 4,065 △ 374 
12,165 13,993 15,079 1,086 

(   4,845) (   5,047) (   5,245) (   198)
1,771 1,986 2,150 164 

438 417 388 △ 29 
1,799 1,983 2,104 121 
100 89 76 △ 13 
735 570 524 △ 46 

179 134 165 31 
1,805 249 385 136 
1,280 564 692 128 
1,420 2,473 3,167 694 
132 47 34 △ 13 

△ 13 △ 15 △ 6 9 

43,129 39,158 39,938 780 
   有 形 固 定 資 産 24,075 19,753 19,292 △ 461 

8,050 8,085 7,883 △ 202 
1,030 1,019 968 △ 51 
11,390 8,004 7,418 △ 586 

24 15 33 18 
256 245 238 △ 7 

2,201 2,201 2,201 0 
1,119 181 549 368 

   無 形 固 定 資 産 216 203 177 △ 26 
 

   投       資       等 18,836 19,202 20,468 1,266 
5,426 5,473 5,710 237 
11,471 10,599 11,672 1,073 
1,004 2,234 2,238 4 

988 949 903 △ 46 
△ 52 △ 55 △ 55 0 

 

74,082 70,065 72,114 2,049 

工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

子会社株式・出資金
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具

未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

貯 蔵 品

前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

原 材 料

（ た な 卸 資 産 ）
製 品
半 製 品
仕 掛 品
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）
前中間期末 前  期  末 当中間期末 前期末比較
（１４．９．３０） （１５．３．３１） （１５．９．３０） 増        減

     （ 負 債 の 部 ）

45,629 44,695 45,486 791 
4,203 9,488 9,165 △ 323 

11,857 7,461 7,705 244 
21,912 22,187 22,950 763 
1,627 2,749 2,679 △ 70 

303 376 427 51 
71 516 763 247 
116 183 146 △ 37 

1,446 1,481 1,593 112 
221 188 0 △ 188 
54 57 50 △ 7 

3,811 0 0 0 
5 4 4 0 

11,990 9,227 9,369 142 
6,693 5,994 5,422 △ 572 
105 11 0 △ 11 

3,233 869 1,090 221 
1,736 2,101 2,683 582 

 220 250 173 △ 77 

57,620 53,922 54,856 934 

     （ 資 本 の 部 ）
7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 
893 893 893 0 

 
7,464 7,782 8,091 309 

701 701 723 22 
5,390 5,390 5,131 △ 259 
5,035 5,035 4,776 △ 259 

　別 　途　 積　 立 　金 355 355 355 0 
1,371 1,690 2,236 546 

905 267 1,075 808 
△ 0 △ 1 △ 1 △ 0 

16,462 16,142 17,258 1,116 

74,082 70,065 72,114 2,049 

  固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

 

資 本 金

貸    借    対    照    表

未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金

負 債 ･ 資 本 合 計

自 己 株 式

資 本 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

 

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

固定資産処分損引当金

そ の 他

繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金

　　科    目
期    別　　

役員退職慰労金引当金

資 本 準 備 金

長 期 借 入 金
長 期 未 払 金

支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金

１年以内返済長期借入金
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法により算定）
時価のないもの … 移動平均法による原価法

2.  たな卸資産の評価基準及び評価方法
製品、半製品及び仕掛品 … 総平均法による原価法
原 材 料　　 鋼　屑 … 総平均法による低価法

 その他 … 総平均法による低価法
貯 蔵 品 … 総平均法による原価法

　　（会計処理の方法の変更）

にそれぞれ変更している。

利益は　１１１百万円減少している。

3．有形固定資産の減価償却の方法
定額法（一部の工場は定率法）

4．無形固定資産の減価償却の方法
定額法

5．重要な引当金の計上基準
貸  倒  引  当  金 …

退 職 給 付 引 当 金 …

生していると認められる額を計上している。

均等額を費用処理している。

れ発生の翌期から費用処理している。

6．リース取引の処理方法

　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

7．消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

当中間期より、製品、半製品及び仕掛品の評価方法を後入先出法による原価法から総平均法による
原価法に、原材料については後入先出法（一部 移動平均法）による低価法から総平均による低価法

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、売上原価は 111百万円増加し、税引前中間純

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発

会計基準変更時差異（5,072百万円）については、15年による

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞ

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処理して
いる。
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【損益計算書注記】

前上半期 前下半期 当上半期

【貸借対照表注記】
(単位：百万円）

前中間期末 前 期 末 当中間期末

【有価証券注記】

前中間期、当中間期及び前期において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

（14.4～14.9） （14.10～15.3） （15.4～15.9）

（14.9.30） （15.3.31） （15.9.30）

　保 証 債 務 等 21,174 19,28924,234

　減価償却累計額 32,608 28,296 29,226

　固定資産処分益     借地権の売却益　17
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